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Straight away 
 

IFRS bulletin from PwC 

14 December 2012 IASB が公開草案「投資者とその関連会社または共同
支配企業との間の資産の売却または拠出」を公表  

何が問題となっているか？ 

国際会計基準審議会（IASB）が、連結および共同支

配の取決めに関する両基準間の不整合の一部につ

いての解消を提案しています。2012年12月13日、

IASBは、国際財務報告基準（IFRS）第10号「連結財

務諸表」と国際会計基準（IAS）第28号「関連会社及

び共同支配企業に対する投資」（2011年公表版）の

改訂を提案する公開草案（ED）「投資者とその関連

会社または共同支配企業との間の資産の売却また

は拠出」を公表しました。 
 

連結の基準における子会社に対する支配の喪失の

ガイダンスと、関連会社または共同支配企業への非

貨幣性資産の拠出により生じた利得および損失に

ついての認識の制限に関するガイダンスの間には不

整合があります。IFRS第10号は、処分による実現利

益と留保持分にかかる未実現の保有利得の両方を

認識することを要求しています。一方、IAS第28号

（2011年公表版）は、関連会社または共同支配企業

への非貨幣性資産の拠出により生じた利得および

損失を、当該関連会社または共同支配企業に対す

る他の当事者の持分の範囲でのみ認識することを要

求しています。 

 

当改訂案は、この不整合の解消を目的としています。 

 

 

 

 

 

 

主な改訂案 

事業か資産か？ 

関連会社または共同支配企業に売却または拠出し

た非貨幣性資産が、（IFRS第3号「企業結合」に定義

される）「事業」を構成している場合、利得または損

失を全額認識することになります。 
 

事業の定義を満たさない資産にかかる利得または損

失については、関連会社または共同支配企業に対

する他の投資者の持分の範囲でのみ認識します。こ

れは、SIC解釈指針第13号「共同支配企業－共同支

配投資企業による非貨幣性資産の拠出」に従った

現行の会計処理です。 
 

拠出が、「資産」の拠出なのか「事業」の拠出なのか

の判断は、当該拠出が、単一の取引として会計処理

すべき複数の取引の一部であるか否かを考慮して

行う必要があります。 

 

適用範囲 

当公開草案における改訂案は、投資者が、その関

連会社もしくは共同支配企業に対して資産を売却ま

たは拠出する場合にのみ適用されます。共同支配

事業の投資者が資産を拠出した場合の会計処理に

は対処していません。 

 

経過措置 

当公開草案は、IFRS第10号およびIAS第28号（2011

年公表版）の当改訂を将来に向かって適用すること

を提案しています。当公開草案は、当改訂の発効日

を特定していません。  
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影響を受ける企業は？ 

関連会社または共同支配企業に資産を売却または

拠出しているすべての企業が影響を受けます。企業

は、売却または拠出した資産が事業を構成するか否

かを検討する必要があります。 

 

 

 

 

次のステップは？ 

コメント期限は2013年4月23日です。IASBによる再審

議および改訂案の最終基準化において、貴社の見

解が考慮されるよう、コメント提出についてご検討く

ださい。 
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